





























































1 　最高裁平成 18 年 1 月 13 日判決（平成 16 年（受）第 1518 号）LEX/DB:28110244。
2 　本稿においては、無効となった益金部分に対して破産管財人が更正の請求を行い、国からの還付を請
求したという点に着目し、不当利得返還請求の側面から本件両事案を考察することとするが、前期損益






































5 　渡辺淑夫「前期損益修正」『税務弘報』第 35 巻 13 号（1987）253 頁。
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6 　民法 121 条（取消しの効果）、545 条（解除の効果）等参照。
　 民法 121 条（取消しの効果）
 　　 「取り消された行為は、初めから無効であったものとみなす。ただし、制限行為能力者は、その行
為によって現に利益を受けている限度において、返還の義務を負う。」
　 民法 545 条（解除の効果）※改正後
 　　「1. 当事者の一方がその解除権を行使したときは、各当事者は、その相手方を原状に復させる義務
を負う。ただし、第三者の権利を害することはできない。
 　　 2. 前項本文の場合において、金銭を返還するときは、その受領の時から利息を付さなければならな
い。
　　 3. 解除権の行使は、損害賠償の請求を妨げない。」










　消費者金融業を目的とする株式会社が、平成 22 年 10 月 31 日に更生手続開始の決定を受け
た後、平成 24 年 3 月 1 日に吸収分割をすることにより消費者金融業に関して有する権利義務


















10 　東京地裁平成 25 年 10 月 30 日判決（平成 24 年（行ウ）第 212 号）LEX/DB：22002466、東京高裁
平成 26 年 4 月 23 日判決（平成 25 年（行コ）第 399 号）LEX/DB： 25446696、最高裁平成 27 年 4 月
14 日第三小法廷決定 LEX/DB： 25546590。






















1 項 1 号所定の事由に該当しないのであれば、他に同項各号所定の事由があることを認める
に足りないから、その余の点について判断するまでもなく、本件各更正の請求について更正
すべき理由がないとしてなされた本件各通知処分は適法であるとしている 13。

















　③　 欠損金の繰戻し還付（法人税法 80 条）等、法人税法上期間をまたぐ課税関係の調整が
規定されている



















請求をするのである。よって、この通則法 23 条 1 項に該当しないために同条 2 項の請求事由に該当し
ないとする判断には疑問が残る。



















　本件破産会社の破産管財人（原告）が、主位的に平成 7 年から 17 年まで（11 年を除く）
に各事業年度に係る法人税の確定申告について、控訴人が平成 27 年 6 月 19 日付けでした更
正の請求（本件各更正の請求）に対して、税務署長が同年 9 月 14 日付けで行った更正すべき
理由がない旨の各通知処分について、本件更生会社の破産手続において一般調査期間の経過
をもって総額 555 憶 3373 万 9096 円の過払金返還請求権が破産債権者表に記載されることに













が「国税に関する法律の規定に従っていなかったこと（通則法 23 条 1 項 1 号）」になるとは
いえず、「当該計算に誤りがあったこと（同号）」に該当するということもできないとして納







17 　大阪地裁平成 30 年 1 月 15 日判決（平成 30 年（行コ）第 68 号）LEX/DB：25549745。








































































不当利得返還請求」『New Business Low』第 985 号（2012）22 頁参照。）
　 　なお、租税債権債務関係説とは、租税法律関係を国家が納税者に対して租税債務の履行を請求する
関係としてとらえ、国家と納税者とが法律のもとにおいて債権者・債務者として対立し合う公法上の
債務関係として性質づける考え方である。（金子　宏『租税法〔第 23 版〕』（弘文堂、2019）28 頁。）
20 　最高裁昭和 49 年 3 月 8 日判決（昭和 43 年（オ）第 314 号）LEX/DB：21045520。





























熊本学園商学論集　第 24 巻　第 2 号（通巻第 63 号）2020・3

































究』第 82 巻 2・3 号（2015）802 頁参照。中里・前掲注 22、23 頁参照。



















25 　品川・同上、93 頁。品川芳宜「更生会社の過年度損失に係る更正の請求の可否」『税研』第 180

















わち実体的真実とは『課税要件等又は税額等の計算の基礎となった事実』（通則法 23 条 2 項 1 号）と
いってもよかろう。」（同上、66 頁） と実体的真実についても言及している。
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務事例』第 51 巻 6 号（2019）
佐藤孝一 「租税判例研究　過払金返還請求権の破産債権者表記載を事由とする、制限超過利息を益金の
額に算入した確定申告に係る更正の請求（国税通則法 23 条 2 項 1 号）には理由があるとした事例」
『税務事例』第 51 巻 8 号（2019）
竹下重人「特別の更正の請求の諸問題」『税法学』第 417 号（1985）












  This paper studies the inclusion of refunds of invalid revenue in calculating taxable income. Namely, 
the cases of TFK and Clavis, consumer finance businesses, were examined. These two businesses, 
unlike ordinary ones, have no concerns regarding work. In both their cases, the taxpayer （i.e., the 
business）  and National Tax Agency debated on the designation of invalid revenue as gross revenue for 
purposes of calculating taxable income.
  Specifically, this paper examines  the adequacy of the correction process composed of prior period 
adjustments,  and the retrospective restatement of requests  for correction in Corporate Tax Law. 
Through the comparison of the two, the overall suitability and propriety of the overpayment refund for 
the country could be examined from the viewpoint of legal relationships in tax.
  In conclusion, I reassessed the significance of requests for correction, which are mostly characterized 
by requests for refunds on the ground of unjust enrichment. I also pointed out that the abovementioned 
cases should be remedied by requests for correction predicated on the ground that tax must only be 
imposed in accordance with facts and tax requisition.
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